
＜問題１＞ 

  ＡからＣまでのうち、海外のメーカーに該非判定を確認する際、どの国際輸出管理 

レジームの英文を参考に確認したら良いかについて、下線部分が正しい説明はいくつ 

あるか、後記１から３までの中から１つ選びなさい。 

 

Ａ 本邦の貿易会社Ｘは、米国のメーカーＹより、輸出令別表第１の２の項に該当す 

  る貨物αを購入し、海外で販売する予定である。貨物αは、ＮＳＧ（原子力供給国 

グループ）のサイトにある英文を参考にメーカーＹにスペックを確認するとよい。 

Ｂ 本邦の貿易会社Ｘは、米国のメーカーＹより、輸出令別表第１の３の２の項に関連

する貨物αを購入し、海外で販売する予定である。貨物αは、ワッセナー・アレン

ジメントの規制なので、同サイトにある 英文を参考にメーカーＹにスペックを確

認するとよい。 

Ｃ 本邦の貿易会社Ｘは、米国のメーカーＹより、輸出令別表第１の４の項に関連する   

貨物αを購入し、海外で販売する予定である。輸出令別表第１の４の項は、ＭＴＣ 

Ｒ（ミサイル技術管理レジーム）の規制なので、同サイトにある英文を参考にメー 

カーＹにスペックを確認するとよい。 

 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 



＜問題２＞ 

  ＡからＣまでのうち、正しい説明はいくつあるか、後記１から３までの中か

ら１つ選びなさい。 

 

Ａ 輸出令第４条第１項第三号イ中の「経済産業省令」とは、核兵器等開発等省 

令のことである。 

Ｂ 輸出令第４条第１項第三号ハ中の「経済産業省令」とは、通常兵器開発等 

  省令のことである。 

Ｃ 輸出令第４条第１項第三号ロ中の「開発等」とは、「開発、製造又は使用」

をいう。  

 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 

 
 

 

  



＜問題３＞ 

  ＡからＣまでのうち、正しい説明はいくつあるか、後記１から３までの中か 

ら１つ選びなさい。 

 

（外為令別表の３の項） 

項 番 技 術 

３ （１）輸出貿易管理令別表第１の３の項（１）に掲げる貨物の設計、製造又 

は使用に係る技術 

（２）輸出貿易管理令別表第１の３の項（２）又は（３）に掲げる貨物の設計、 

製造又は使用に係る技術であつて、経済産業省令で定めるもの 

 

Ａ 外為令別表の３の項（１）では、輸出令別表第１の３の項（１）に該当する

貨物の設計、製造又は使用に関連するプログラムは規制されていない。 

Ｂ 外為令別表の３の項に該当する技術は、外為令別表の１６の項の技術に該

当しない。 

Ｃ 外為令別表の３の項（１）では、輸出令別表第１の３の項（１）に該当する

貨物の設計、製造又は使用に関連する技術であって、貨物等省令で定めるも

のを規制している。  

 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



＜問題４＞ 

  ＡからＣまでのうち、正しい説明はいくつあるか、後記１から３までの中か

ら１つ選びなさい。 

 

Ａ 本邦にあるメーカーＸは、輸出令別表第１の３の項（２）２に該当する貯蔵

容器１台（総価額５０万円）の注文を受けた。当該貯蔵容器を民生用途で英

国のメーカーＹに輸出する場合、少額特例を適用して輸出することができ

る。   

Ｂ 本邦にあるメーカーＸは、イラクにある国連の事務所から連絡用に輸出令

別表第１の９の項（１）に該当する無線通信装置（総価額１０万円）の注文

を受けた。この場合、メーカーＸは、少額特例を適用して輸出することがで

きる。 

Ｃ 本邦にあるメーカーＸは、米国にあるメーカーＹより、住宅建築用に輸出令

別表第１の１の項（１）に該当する産業用銃（総価額５万円）の注文を受け

た。この場合、メーカーＸは、少額特例を適用して輸出することができる。 

 

 

１．０個 

２．１個 

３．２個 

 
 

 

  



＜問題５＞ 

  ＡからＣまでのうち、輸出許可申請について、下線部分が正しい説明はいく 

 つあるか、後記１から３までの中から１つ選びなさい。なお、ＡからＣの輸出 

貨物は、全て輸出令別表第１の１６の項に該当する。 

 

Ａ 本邦にあるメーカーＸは、ウクライナにあるメーカーＹより合金１トンの

注文を受けた。その際、メーカーＹからは、当該合金を使用して、重水の製

造に使用すると連絡があった。この場合、メーカーＸは、大量破壊兵器キャ

ッチオール規制に基づく、輸出許可申請が必要である。 

Ｂ 本邦にあるメーカーＸは、タイにあるメーカーＹよりアンモニア１トンの

注文を受けた。その際、メーカーＹからは、当該アンモニアを使用して、肥

料の製造に使用すると連絡があった。なお、当該肥料製造は、タイ陸軍の委

託を受けている。この場合、メーカーＸは、大量破壊兵器キャッチオール規

制に基づく、輸出許可申請が必要である。 

Ｃ 本邦にあるメーカーＸは、チェコにあるメーカーＹより合金１トンの注文

を受けた。その際、メーカーＹからは、当該合金を使用して、通常兵器の製

造に使用すると連絡があった。この場合、メーカーＸは、通常兵器キャッチ

オール規制に基づく、輸出許可申請が必要である。 

 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



＜問題６＞ 

ＡからＣまでは、外為法等遵守事項の資料管理に関する事例である。下線

部分が正しい説明はいくつあるか、後記１から３までの中から１つ選びなさ

い。なお、輸出先の用途は民生用途である。 

 

Ａ 本邦にあるメーカーは、英国にあるメーカーに外為令別表の１５の項に該

当する技術αを輸出した。この場合、技術αの提供関連書類等は、技術の

提供時から少なくとも７年間保存する必要がある。 

Ｂ 本邦にあるメーカーは、輸出許可を取得して、米国にあるメーカーに輸出 

令別表第１の２の項（１２）に該当する貨物αを輸出した。この場合、輸 

出関連書類等は、輸出時から少なくとも７年間保存する必要がある。 

Ｃ 本邦にあるメーカーは、米国にあるメーカーに輸出令別表第１の１６の項 

に該当する貨物αを輸出した。この場合、貨物αの輸出関連書類等は、輸 

出時から少なくとも５年間保存する必要がある。 

 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



＜問題７＞ 

ＡからＣのうち、外為法第６９条の６の罰金刑が科される場合、下線部分が 

 正しい説明はいくつあるか、後記１から３までの中から１つ選びなさい。 

 

Ａ 輸出令別表第１の２の項（１２）に該当する貨物（価格３億円）を無許可で

輸出した場合の罰金は、１５億円以下である。 

Ｂ 外為令別表の９の項（１）に該当する技術（価格１００万円）を無許可で提

供した場合の罰金は、３，０００万円以下である。 

Ｃ 輸出令別表第１の１６の項に該当する貨物（価格２００万円）を無許可で輸

出した場合の罰金は、２，０００万円以下である。 

 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



＜問題８＞ 

遵守基準省令について、ＡからＣのうち、正しい説明はいくつあるか、後

記１から３までの中から１つ選びなさい。 

 

Ａ 本邦にあるメーカーＸは、国内専業のメーカーで、普段から全く輸出は行

っていない。顧客Ｙに頼まれて、先週、やむなく米国にある顧客Ｙの子会

社に輸出令別表第１の１６の項に該当する軸受を輸出した。メーカーＸ

は、今後、輸出を行わないとしても遵守基準省令により「統括責任者」を

選任する法的義務がある。 

Ｂ 本邦にあるメーカーＸは、輸出令別表第１の１６の項に該当する中古自転

車１００台を毎日、タイにあるメーカーＹに輸出している。メーカーＸ

は、遵守基準省令により、「該非確認責任者」を選任する法的義務はな

い。 

Ｃ 本邦にあるメーカーＸは、輸出令別表第１の６の項（１）に該当する軸受

（総価額１５０万円）を毎日、一般包括輸出・役務（使用に係るプログラ

ム）取引許可を使って、米国にある子会社に輸出している。メーカーＸ

は、遵守基準省令により、「統括責任者」を選任する法的義務がある。 

 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個   



＜問題９＞ 

特別一般包括役務取引許可について、ＡからＣのうち、正しい説明はいくつ 

あるか、後記１から３までの中から１つ選びなさい。 

 

（前提条件） 

・本邦にあるメーカーＸは、特別一般包括役務取引許可を取得している。 

・提供先の用途は、全て民生用途である。 

 

Ａ メーカーＸは、中国（は地域②）にあるメーカーＹと契約し、来週、外為令

別表の３の２の項（２）に該当する技術を米国（い地域①）にあるメーカー

Ｙの工場に提供する予定である。この場合、メーカーＸは、特別一般包括役

務取引許可を適用して、メーカーＹの米国工場に提供することができる。 

Ｂ メーカーＸは、韓国（り地域）にあるメーカーＹと契約し、来週、外為令別

表の３の２の項（２）に該当する技術を米国（い地域①）にあるメーカーＹ

の工場に提供する予定である。この場合、メーカーＸは、特別一般包括役務

取引許可を適用して、メーカーＹの米国工場に提供することができる。 

Ｃ メーカーＸは、米国（い地域①）にあるメーカーＹと契約し、来週、外為令

別表の３の２の項（２）に該当する技術を台湾（に地域②）にあるメーカー

Ｙの工場に提供する予定である。この場合、メーカーＸは、特別一般包括役

務取引許可を適用して、メーカーＹの台湾工場に提供することができる。 

 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 

 

 

（参考条文）包括許可取扱要領［別表Ｂ］・抜粋 

［３の２の項］ 

     提供地 

 

 

 

外為令別表項番 

い地域① は地域① は地域② 

（ち地域

を除く。） 

 

 

に地域②

（ち地域

を除く。） 

 

ち地域 り地域 

外為令別表の３の２

の項（２）に掲げる

技術 

特別一般 

一般 

特別一般 特定 特定 － 特別一般 

 

 

 



＜問題１０＞ 

ＡからＣのうち、正しい説明はいくつあるか、後記１から３までの中から１

つ選びなさい。 

 

（参考）輸出令別表第１ 

項番 貨物 

２ 次に掲げる貨物であつて、経済産業省令で定める仕様のもの 

（１４）アイソスタチックプレス又はその部分品若しくは制

御装置（４の項の中欄に掲げるものを除く。） 

４ 次に掲げる貨物であつて、経済産業省令で定める仕様のもの 

（１３）アイソスタチックプレス又はその制御装置 

６ 次に掲げる貨物（２の項の中欄に掲げるものを除く。）であつ

て、経済産業省令で定める仕様のもの 

（４）アイソスタチックプレス又はその部分品若しくは附属

品（４の項の中欄に掲げるものを除く。） 

 

Ａ 輸出令別表第１の４の項（１３）に該当するアイソスタチックプレスは、輸

出令別表第１の２の項（１４）及び輸出令別表第１の６の項（４）にも該当

する。 

Ｂ アイソスタチックプレスの附属品は、輸出令別表第１の６の項（４）で該非

判定をする。 

Ｃ 輸出令別表第１の２の項（１４）で該当する部分品は、輸出令別表第１の６

の項（４）に該当しない。 

 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 

 

 

  



＜問題１１＞ 

ＡからＣのうち、下線部分が正しい説明はいくつあるか、後記１から３ま 

での中から１つ選びなさい。 

 

Ａ 本邦にあるメーカーＸは、韓国のメーカーＹより特別一般包括輸出・役務 
（使用に係るプログラム）取引許可が適用できる輸出令別表第１の９の項 
（７）に該当する暗号集積回路（価額５００万円）の注文を受けた。用途を 
確認したところ、通常兵器である戦車の無線装置の製造に使用すると連絡 
を受けた。この場合、特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム） 
取引許可の条件に基づく、「届出」が必要である。 

Ｂ 本邦にあるメーカーＸは、英国のメーカーＹより特別一般包括輸出・役務 
（使用に係るプログラム）取引許可が適用できる輸出令別表第１の７の項 
（１）に該当する集積回路（価額５００万円）の注文を受けた。用途を確認 
したところ、通常兵器である戦車のコントローラの製造に使用すると連絡 
を受けた。この場合、特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取 
引許可の条件に基づく、「報告」が必要である。 

Ｃ 本邦にあるメーカーＸは、タイの警察より特別一般包括輸出・役務（使用に

係るプログラム）取引許可が適用できる輸出令別表第１の９の項（１）に該

当する無線通信装置（価額５００万円）の注文を受けた。用途を確認したと

ころ、山岳での人命救助に使用すると連絡を受けた。この場合、特別一般包

括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可の条件に基づく、「届出」

が必要である。 

 
 
１．１個 
２．２個 
３．３個 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

  



＜問題１２＞ 

  外為法第２５条第４項の規定について、後記１から３までの中から、正しい 

用語の組合せを１つ選びなさい。 

 

外為法第２５条第４項 

（Ａ）は、（Ｂ）との間で、国際的な平和及び安全の維持を妨げることとなると 

認められるものとして政令で定める外国相互間の（Ｃ）の移動を伴う（Ｃ）の売 

買、貸借又は贈与に関する取引を行おうとするときは、政令で定めるところによ 

り、当該取引について、経済産業大臣の許可を受けなければならない。 

 

 

１．（Ａ）には、「非居住者」が入る。（Ｃ）には、「技術」が入る。 

２．（Ａ）には、「居住者」が入る。（Ｃ）には、「技術」が入る。 

３．（Ｂ）には、「非居住者」が入る。（Ｃ）には、「貨物」が入る。 

  



＜問題１３＞ 

  遵守基準省令第１条第二号ハ、ニ、への規定に関して、（Ａ）にあてはまる 

正しい用語を後記１から３までの中から１つ選びなさい。 

 

ハ 該非確認に係る（Ａ）を定めること。 

ニ 取引によって提供し、又は輸出をしようとする特定重要貨物等の用途（当該

取引の相手方が提供を受け、又は当該特定重要貨物等の輸入者が輸入した当

該特定重要貨物等を別の者に提供することをその用途とする場合にあっては、

当該特定重要貨物等を利用する者又は需要者に係る情報を含む。）を確認する

（Ａ）を定め、当該（Ａ）に従って用途の確認を行うこと。 

ヘ 輸出等の業務の適正な実施についての監査の体制及び定期的な監査の実施

に係る（Ａ）を定め、当該（Ａ）に従って監査を定期的に実施するよう努める

こと。 

 

１．輸出管理内部規程 

２．手続 

３．マニュアル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



＜問題１４＞ 

  ＡからＣのうち、正しい説明はいくつあるか後記１から３までの中から１ 

つ選びなさい。 

 

Ａ 役務通達では、「プロトタイプの製作及び試験」は、「設計」にあたる。 

Ｂ 役務通達では、「修理」は、「使用」にあたる。 

Ｃ 役務通達では、「検査」は、「使用」にあたる。 

 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



＜問題１５＞ 

  ＡからＣのうち、下線部分が正しい説明はいくつあるか後記１から３まで 

の中から１つ選びなさい。 

 

Ａ 本邦にあるメーカーＸは、中国にあるメーカーＹより、輸出令別表第１の１

６の項に該当する液体αの注文を受けた。メーカーＸは、輸出令別表第１の

３の項（２）２に該当する貯蔵容器（通い容器）に液体α入れて、中国に輸

出する予定である。この貯蔵容器（通い容器）は、中国に輸出後、本邦にあ

るメーカーＸに戻すのであれば、輸出許可は不要である。 

Ｂ 本邦にあるメーカーＸは、輸出令別表第１の３の項（２）７に該当するバル

ブαを米国で行われる国際展示会に出品し、展示会終了後、本邦に持ち帰る

予定である。バルブαを輸出し、国際展示会終了後、本邦にあるメーカーＸ

に戻すのであれば、輸出許可は不要である。 

Ｃ  米国にあるメーカーＸは、輸出令別表第１の３の項（２）７に該当するバル

ブαを本邦で行われる国際展示会に出品し、展示会終了後、米国に持ち帰る

予定である。バルブαを本邦に輸入し、国際展示会終了後、米国にあるメー

カーＸに戻すのであれば、輸出許可は不要である。 

 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜問題１６＞ 

  ＡからＣのうち、正しい説明はいくつあるか後記１から３までの中から１ 

つ選びなさい。 

 

Ａ ワッセナー・アレンジメントの Munitions List にあたる貨物は、輸出令別

表第３の３に規定されている。 

Ｂ ワッセナー・アレンジメントの Basic List にあたる技術は、提出書類通達

の別表２の付表１に規定されている。 

Ｃ ワッセナー・アレンジメントの Very Sensitive List にあたる貨物は、輸

出令別表第１の１５の項に規定されている。 

 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜問題１７＞ 

ＡからＣのうち、正しい説明はいくつあるか後記１から３までの中から１つ 

選びなさい。なお、メーカーＸは、特別一般包括輸出・役務（使用に係るプロ

グラム）取引許可を取得している。 

  
Ａ 本邦にあるメーカーＸは、米国にある家電メーカーＹから、告示貨物ではな 

い輸出令別表第１の６の項（１）に該当する軸受α（総価額９０万円）の注 
文をうけた。メーカーＸは、この場合、当該軸受αについて少額特例を適用 
して輸出することはできるが、特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログ 
ラム）取引許可を適用して輸出することはできない。 

Ｂ 本邦にあるメーカーＸは、米国にある家電メーカーＹから輸出令別表第１ 
の１４の項（１）に該当する金属燃料α（総価額８０万円）の注文を受けた。 
メーカーＸは、この場合、当該金属燃料αについて少額特例を適用して輸出 
することはできるが、特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取 
引許可を適用して輸出することはできない。 

Ｃ 本邦にあるメーカーＸは、米国にある家電メーカーＹから輸出令別表第１ 
の１５の項（１）に該当する無機繊維α（総価額３万円）の注文をうけた。 
メーカーＸは、この場合、当該無機繊維αについて少額特例を適用して輸 
出することはできるが、特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム） 
取引許可を適用して輸出することはできない。 

   

１．１個 

２．２個 
３．３個 

 
 

 

 

  



＜問題１８＞ 

運用通達１－１（５）の「総価額の取扱い」について、以下の（Ａ）にあて 

はまる正しい用語を後記１から３までの中から１つ選びなさい。 

 

運用通達１－１ 

（５）総価額の取扱い 

輸出令第４条第１項に規定している「総価額」は次により取り扱う。 

（イ）価額の全部につき支払手段による決済を要しない貨物の場合は、（Ａ）

の鑑定価格をいう。 

（ロ）略 

  
 
１．安全保障貿易審査課 
２．経済産業大臣 
３．税関  

 
  



＜問題１９＞ 

ＡからＣのうち、正しい説明はいくつあるか後記１から３までの中から１つ 

選びなさい。 

 

Ａ 通常兵器開発等省令第一号は、輸出令別表第１の１６の項に該当する貨物

に関する通常兵器キャッチオール規制の用途要件についての規定である。 

Ｂ 通常兵器開発等省令第二号は、輸出令別表第１の１６の項に該当する貨物

に関する通常兵器キャッチオール規制の需要者要件についての規定である。 

Ｃ 通常兵器開発等省令第三号は、輸出令別表第１の１６の項に該当する貨物

に関する通常兵器キャッチオール規制の需要者要件についての規定である。 

 

 

１．０個 

２．１個 

３．２個 

 

 

 

 

  



＜問題２０＞ 

ＡからＣのうち、正しい説明はいくつあるか、後記１から３までの中から１ 

つ選びなさい。 

 

Ａ 本邦にある貿易会社Ｘのシンガポール支店は、告示貨物ではない輸出令別

表第１の６の項（１）に該当する軸受（価額８０万円）を韓国にあるメーカ

ーＹより購入し、中国にあるメーカーＺに売却する予定である。当該軸受は、

メーカーＹよりメーカーＺに直接輸出される。メーカーＺの用途は、航続距

離３００キロを超える無人航空機の製造用である。この場合、貿易会社Ｘは、

少額特例が適用できるので外為法第２５条第４項に基づく仲介貿易取引許

可申請は不要である。 

Ｂ 本邦にある貿易会社Ｘの台湾支店は、外為令別表の１の項に該当する銃の 

設計図面を米国にあるメーカーＹより購入し、イスラエルにあるメーカー 

Ｚに売却する予定である。当該銃の設計図面は、メーカーＹよりメーカーＺ 

に直接提供される。この場合、貿易会社Ｘは外為法第２５条第４項に基づく 

仲介貿易取引許可申請が必要である。 

Ｃ 本邦にある貿易会社Ｘは、輸出令別表第１の１の項に該当する産業用銃を

英国にあるメーカーＹより購入し、オーストラリアにあるメーカーＺに売

却する予定である。当該産業用銃は、メーカーＹよりメーカーＺに直接輸出

される。メーカーＺの用途は、建築用途であっても貿易会社Ｘは、外為法第

２５条第４項に基づく仲介貿易取引許可申請が必要である。 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜問題２１＞ 

以下の問題文を読んで、正しい場合は「１」を、誤っている場合は「２」を 

マークしなさい。 

 

本邦にあるメーカーＸの代表取締役社長と営業部長は、売り上げが激減した 

ため、輸出令別表第１の２の項（１２）に該当する測定装置（価格２００万円） 

を非該当と偽って申告し、無許可で中国の軍事関連メーカーＹに輸出した。こ 

の場合、メーカーＸに対する罰金は、外為法第７２条第１項により、３，００ 

０万円以下である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



＜問題２２＞ 

以下の問題文を読んで、正しい場合は「１」を、誤っている場合は「２」を 

マークしなさい。 

 

 

外為令別表の１の項は、外為令別表の規定のみで、対応する貨物等省令はな 

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



＜問題２３＞ 

以下の問題文を読んで、正しい場合は「１」を、誤っている場合は「２」を 

マークしなさい。 

 

本邦にある貿易会社Ｘは、米国の技術やソフトウェアに基づく直接製品でも 

米国原産品目を組み込んだ組込品でもない１００％オーストラリア原産品目

を米国経由で輸入し、日本から中国の家電メーカーＹに輸出する場合、EAR の

再輸出規制の対象となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



＜問題２４＞ 

以下の問題文を読んで、正しい場合は「１」を、誤っている場合は「２」を 

マークしなさい。 

 

規制品目分類番号（ECCN）の２桁目の英記号は品目の形態を表し、「A」は、 

当該品目が「装置、アッセンブリ及び構成要素」であることを示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



＜問題２５＞ 

以下の問題文を読んで、正しい場合は「１」を、誤っている場合は「２」を 

マークしなさい。 

 

輸出管理規則(EAR)の大量破壊兵器エンドユース規制では、輸出及び再輸出 

のみでなく国内移転も規制対象となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

２０２１年度 

 

安全保障輸出管理実務能力認定試験（第１５回） 

 

（ＳＴＣ Advanced）試験問題 

 

 

 

 

 

  



※問題文中で使用される略称・用語について 

外為法 外国為替及び外国貿易法 

輸出令 輸出貿易管理令 

外為令 外国為替令 

貨物等省令 輸出貿易管理令別表第１及び外国為替令別表の規定に基づき貨物

又は技術を定める省令 

貿易外省令 貿易関係貿易外取引等に関する省令 

遵守基準省令 輸出者等遵守基準を定める省令 

核兵器等開発等省令 輸出貨物が核兵器等の開発等のために用いられるおそれがある場

合を定める省令 

通常兵器開発等省令 輸出貨物が輸出貿易管理令別表第１の１の項の中欄に掲げる貨物

（核兵器等に該当するものを除く。）の開発、製造又は使用のため

に用いられるおそれがある場合を定める省令 

無償告示 輸出貿易管理令第４条第１項第二号のホ及びヘの規定に基づく経

済産業大臣が告示で定める無償で輸出すべきものとして無償で輸

入した貨物及び無償で輸入すべきものとして無償で輸出する貨物 

少額特例 輸出貿易管理令第４条第１項第四号で規定されている特例 

役務通達 外国為替及び外国貿易法第２５条第１項及び外国為替令第１７条

第２項の規定に基づき許可を要する技術を提供する取引又は行為

について 

外為法等遵守事項 「輸出管理内部規程の届出等について」の（別紙１）に記載されて

いる。 

運用通達の１０％ルール 「輸出貿易管理令の運用について」１－１（７）（イ） 

輸出令別表第３ アルゼンチン、オーストラリア、オーストリア、ベルギー、 

ブルガリア、カナダ、チェコ、デンマーク、フィンランド、 

フランス、ドイツ、ギリシャ、ハンガリー、アイルランド、 

イタリア、ルクセンブルク、オランダ、ニュージーランド、 

ノルウェー、ポーランド、ポルトガル、スペイン、 

スウェーデン、スイス、英国、アメリカ合衆国 

輸出令別表第３の２ アフガニスタン、中央アフリカ、コンゴ民主共和国、イラク、レバ

ノン、リビア、北朝鮮、ソマリア、南スーダン、スーダン 

告示貨物 輸出貿易管理令別表第３の３の規定により経済産業大臣が定める

貨物 

付表技術 提出書類通達の別表２の付表１ 

提出書類通達 輸出許可・役務取引許可・特定記録媒体等輸出等許可申請に係る提

出書類及び注意事項等について 

 


